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原子力発電設備に係る点検調査報告の概要について 

 
１．目 的 

経済産業省原子力安全・保安院の「発電設備の点検について」（平成 18.11.30 原院第 1号）に基づき，

原子力発電設備に係るデータ改ざん，必要な手続きの不備，その他同様の問題（以下「不適切な事象」

という。）がないか点検するとともに，不適切な事象により現時点において原子力発電設備の保安が損

なわれていないかを確認することを目的として点検調査を実施した。 

また，これらの点検調査から明らかとなった不適切な事象について，事実関係を調査し，原因の究明

および個々の再発防止対策をとりまとめたものである。 

 
２．点検調査方針 

点検調査計画に基づき，以下の点検調査を実施した。 

○ 関係者へのアンケート等により，過去に行われた不適切な事象の有無を網羅的に点検。 

○ 現時点における計器・計算機等を点検し健全性を確認。 

○ 電事法，実用炉規則，保安規定，安全協定に係る記録に対するデータ改ざんの有無を点検。 

○ 法令等に基づく必要な手続きの不備の有無を点検。 

○ 確認された不適切な事象に対しては原因を究明し再発防止対策を立案。 

 

３．点検調査体制 

発電設備点検指示に係わる調査・対策委員会のもと，原子力発電設備点検調査チームおよび原子力部

と各発電所に点検調査作業会を設置し，点検調査にあたった。点検調査の客観性を確保するため，原子

力調査チームには原子力考査室および原子力品質保証室が参画し，各作業会には品質保証担当個所が参

画する体制とした。 

 

４．点検調査対象 

女川原子力発電所設備および東通原子力発電所設備の２発電所の計４ユニットを対象とした。 

 

５．点検調査内容 

（１）アンケート・聞き取り調査等 

当社社員，主要元請会社社員，原子力発電所協力企業従事者から，アンケート，聞き取り，投書によ

り，原子力発電設備に係わる不適切な事象を抽出し，その事象により，現時点において発電設備の保安

が損なわれていないかを調査した。 

また，当社原子力部門の社員のグループ討議，当社ＯＢおよび出向中社員への聞き取りを行い，点検

指示に基づき最大限の調査を実施した。 

 

アンケート・聞き取り等調査数 

当社社員 当社ＯＢ 

○原子力部門 ：約６３０名（出向中の社員を含む） 

○土木建築部門：約４５０名 
約３０名

関係会社社員 メーカー社員 建設会社社員 原子力発電所協力企業従事者

約３８０名（２社） 約１，６００名（５社） 約１１０名（８社） 約２，４００名

注）当社社員(土木建築部門)および建設会社社員の調査数は，水力，火力発電設備の点検調査数と一部重複する。 

 

（２）計器・計算機関係の調査 

保安規定，定期検査，定期事業者検査，使用前検査，安全協定等に基づく検査・報告に使用している

計器・計算機について，ループ試験記録結果，値の比較調査，プログラム確認等により，改ざんの有無

を点検した。 
計器・計算機関係調査数 

 女川 東通 

計器の値 約４，４００点 約１，９００点

計算機 １２台（約１，６００点） ４台（約２３０点）

 

（３）記録関係の調査 

電事法，実用炉規則，保安規定，安全協定に基づく至近の記録・報告について，報告書，記録の作成

フローを確認し，改ざんをし得る業務の前後で，データの整合，または，工事報告書との整合を点検し

た。ただし，検査に国または独立行政法人が立ち会っているなど，改ざんが行われる可能性が低いもの

は除いた。 

記録関係調査数 

点検範囲 女川 東通 

実用炉規則に定める報告書   ７件   ６件 

使用前検査記録  １４件  ３４件 

溶接事業者検査記録  ４１件   ２件 

定期検査，定期事業者検査記録 ５４６件   ０件 

国が実用炉規則，同施行規則に基づき確認の必要のある記録  ５０件  ４８件 

安全協定に基づく報告 １８９件  ８９件 

 

（４）必要な手続きの調査 

重要な設備（原子炉圧力容器，炉内構造物，原子炉冷却材圧力バウンダリ，非常用炉心冷却設備，原

子炉格納容器，２次系主要設備）の改造，修理工事の申請または届出，定期事業者検査時期変更申請書に

ついて，手続きが実施されているかを調査した。 
必要な手続きの調査数 

 女川 東通 

工事計画認可申請書・届出書 ２４件 ４件 

 

 
（５）その他 

他社において公表された事象について当社で同様の事象が無かったかどうかについても調査した。 

 

平成１９年３月３０日 

東 北電力株式会社 
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６．点検調査結果（添付資料参照） 
原子力発電設備の点検調査の結果により，不適切な取扱いが確認された事象は，下表のとおりであった。 

これら不適切な事象を以下の評価区分により評価した。 

 

評価区分 内 容 

Ａ 法令、かつ保安規定に抵触するものであり、かつ設備の健全性が損なわれているも
の 

Ｂ 法令、保安規定、地元との協定のいずれかに抵触するもので、かつ設備の補修を伴
うもの 
法令、保安規定、地元との協定のいずれかに抵触するもの 

Ｃ 法令、保安規定、地元との協定への影響は軽微だが、広範囲にわたり行われている
か、または継続的に行われていたもの 

Ｄ 法令、保安規定、地元との協定への影響が軽微なもの 
Ｅ 法令、保安規定、地元との協定のいずれにも抵触しないもの（その他不適切な事案）

注意事項：範囲や組織的関与の観点、社会的影響などを考慮し、重大なものは評価区分をランクアップするこ
ととする。なお、ランクアップした場合は、評価にその旨を記載する。 

 

不適切な事象の件名と評価結果 

No. 件 名 発電所 時 期 評価区分 

1 
中間停止に向けた停止操作中の原子炉自

動停止の未報告（公表済） 
女川１号機 平成１０年６月 Ｂ※１ 

2 
復水器出入口海水温度データの不適切な

取扱い（公表済） 
女川１号機 

平成７年１０月～ 

平成１３年４月
Ｄ※２ 

制御棒引き抜き事象の未公表（公表済） 女川１号機 昭和６３年７月 

女川１号機 平成５年４月 3 
制御棒挿入事象の未公表 

女川３号機 平成１５年３月 

Ｄ※２ 

炉心スプレイ系ポンプの吐出圧力計の補

正 
女川１号機 

平成９年６月～ 

平成１６年５月

残留熱除去系ポンプの吐出圧力計の補正 女川１号機 

昭和６１年６月～ 

平成２年８月

平成１２年３月～ 

平成１６年５月

4 

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力計等

の補正 
女川３号機 平成１２年１１月 

Ｅ 

5 総主蒸気流量の補正 女川２号機 
平成７年５月～ 

平成１９年３月
Ｅ 

女川１号機 
平成元年４月～ 

平成８年３月
6 総合負荷性能検査等における計器の補正 

女川２号機 
平成６年１０月～ 

平成８年１２月

Ｅ 

7 
所内電圧の運転日誌印字に係わる上限処

理 
女川１～３号機 

昭和５８年１０月～ 

平成１９年３月
Ｅ 

8 熱出力表示器の上限処理 女川１～３号機 
平成１４年１２月～ 

平成１９年３月
Ｅ 

※１ 評価区分としてはＣの事象であるが，社会的影響を考慮しＢにランクアップした。 

※２ 評価区分としてはＥの事象であるが，社会的影響を考慮しＤにランクアップした。 

 

なお，定期事業者検査成績書に誤記が３件（女川１号機２件，女川３号機１件）確認された。これらに

ついては，不適合管理システムを活用し，今後，業務品質の改善を図っていくこととした。 

 
７．要因と再発防止対策 

（１）要因 

今回の調査で明らかとなった８つの不適切な事象について原因分析を行った結果，以下の要因が

明らかとなった。 

ａ．企業倫理・法令遵守の意識が低く，法令に関する知識も不足していた。 

ｂ．設備保安等への影響がないため，事象に対する重大さの意識が低かった。 

ｃ．社内外とのコミュニケーションによる情報収集・共有が不十分だった。 

ｄ．業務上の疑問点や不適切事例を言い出せない風潮・風土であった。 

ｅ．不適切事例を見つけて防止するチェック体制が不十分だった。 

 

（２）再発防止対策 

ａ． 個別対策 

現在も継続して行われている以下３つの事象については，速やかに是正を行う。 

（ａ）総主蒸気流量の補正 

至近の定期検査時に速やかにソフトウェア改造工事を実施する。それまでの暫定対策として，

主蒸気流量（記録計指示）を正しく読み取るため，「総主蒸気流量／総給水流量記録計」に読

み取り方法のシールを貼るとともに，記録チャートに読み取り方法を注記する。 

（ｂ）所内電圧の運転日誌印字に係わる上限処理 

各号機至近の定期検査時に速やかにソフトウェア改造工事を実施する。それまでの暫定対策

として，運転日誌に７．０ｋＶと印字した場合には，指示計の値を確認し，指示計の母線電圧

を運転日誌に記載する。 

（ｃ）熱出力表示器の上限処理 

各号機至近の定期検査時に速やかにソフトウェア改造工事を実施する。 

 

ｂ．背景となる要因に対する対策 

今回の調査で明らかとなった事象および調査した事象の背景となる要因に対する対策は，現在

実施している原子力品質保証体制総点検の再発防止対策との共通項目も含めて，以下に示す再発

防止対策を実施していく。 
 

  （ａ）企業倫理・法令遵守の徹底 

     企業倫理・法令遵守の徹底のため，今回の事象を具体的な事例として社員研修等に活用して

いく。 
 

  （ｂ）人事交流の推進 

     原子力部と他部門の人事交流を推進し，部門を越えた意識改革に努めていく。 
 

（ｃ）社内外とのコミュニケーションの充実 

原技協によるピアレビュー（相互評価）の積極的な受入れなど社外との交流，および社内事

業所間の交流を実施し，一層の情報の共有化を図るとともに風通しのよい職場づくりに努める。 
      

  （ｄ）業務品質の継続的改善 

     原子力品質保証室の活動，内部監査によるチェック機能の充実による業務品質の継続的な改

善，一層の定着化を図る。 

以 上 
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No. 事象の内容 区分 発電所 時 期 事実関係調査結果 運転管理等に対する影響 

1 中間停止に向けた停止

操作中の原子炉自動停

止の未報告 

 

（平成１９年３月１２

日に公表済） 

Ｂ
（
評
価
区
分
と
し
て
は
Ｃ
の
事
象
で
あ
る
が
，
社
会
的
影
響
を
考
慮
し
Ｂ
に
ラ
ン
ク
ア
ッ
プ
し
た
。
） 

女川１号機 平成 10 年 6 月 (1) 事象の概要 

他社事象に類似の事象を経験したとの社員からの申告があり,このため，関係者への聞き取り，および関係記

録類の調査を行った。 

その結果，平成１０年６月１１日，女川１号機において，中間停止を行うため原子炉停止操作を実施してい

たところ，発電機解列後の原子炉減圧過程において，核分裂の状態を監視するため中性子の量を計測している

中間領域モニタ（以下「ＩＲＭ」という。）の値が原子炉スクラム設定値を上回ったことから，原子炉が自動停

止していたことを確認した。 

本件について，国および地元自治体へ報告をしておらず，また，「運転引継日誌」における原子炉停止時刻お

よび「制御棒位置記録」の一部を書換えたことを確認した。 
 

(2) 調査により確認された事実 

a.ＩＲＭ記録を確認したところ，同日２時５０分頃に中性子の量が原子炉スクラム設定値に達した後，急減し

ていることから，同時刻に原子炉が自動停止したものと考えられる。 

b.原子炉が自動停止したことから，発電課長は保安規定に定められた手順に従い，原子炉停止後の安全確認を

行い異常のないことを確認し，状況を直ちに発電管理課長に報告した。 

c.発電課長から連絡を受けた発電管理課長は，直ちに所長以下関係者を招集し，協議した。原子炉の自動停止

が発生した場合には，国および地元自治体に対し，「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」および

地元自治体と締結している「女川原子力発電所周辺の安全確保に関する協定書」に基づく報告が義務付けら

れているが，下記の状況から，通常停止とすることとし，最終的に所長が判断し決定した。このことより，

本件を国および地元自治体へ報告をしていなかった。 

①設備の故障もなく安全に停止した。 

②原子炉自動停止前の制御棒の状態から原子炉がほぼ停止状態であったと考えられる。 

③ほぼ１時間後には原子炉は停止（全制御棒が全挿入状態）になる予定であった。 

d.通常停止とすることとした判断に従い発電課長は，「運転引継日誌」における原子炉停止時刻を正常な停止操

作を行った場合に予想される制御棒全挿入時刻（同日３時５１分）に，また，同日３時の「制御棒位置記録」

を当該時刻に予想される制御棒位置に書換えた。 
 

(3) 要因 

通常停止とすることと判断したことは，現時点で考えると運転パラメータを詳細に検討しない等，妥当性を

欠いた面があり，法令遵守の意識が不十分であったと考えられる。 
また，安易に「運転引継日誌」等の書換えを行ったことは，事象の重大さの意識が低かったとともに，不適

切な行為と思っていても言い出せなない職場風土であったと考えられる。 
 

【運転管理に対する影響】 
原子炉が自動停止したとい

うことを国および自治体へ報

告すべきであった。 
当時原子炉が自動停止しな

がら，通常停止とすることと

判断したが，停止前の運転パ

ラメータを十分に確認した上

で判断すべきであった。 
通常停止とすることと判断

したことにより，「運転引継日

誌」，「制御棒位置記録」を変

更して記載したことは不適切

な行為であった。 
 
【保安規定に対する影響】 
通常停止とすることと判断

したことにより，原子炉主任

技術者への報告を行っていな

かった。 
 
【安全に対する影響】 
プラントの安全を確保する

ためにあらかじめ設定された

ＩＲＭの設定値により原子炉

は自動停止しており，安全に

対する影響はなかったと考え

られる。 

添付資料 

系統概略図

原子炉 

復水器 

蒸気タービン 

給水ポンプ

中性子モニタ 
(中間領域モニタ)

制御棒

主蒸気止め弁 

主蒸気加減弁 

ﾀｰﾋﾞﾝﾊﾞｲﾊﾟｽ弁 
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No. 事象の内容 区分 発電所 時 期 事実関係調査結果 運転管理等に対する影響 

2 復水器出入口海水温度

データの不適切な取扱

い 

（平成１８年１２月 

 ７日，１１日公表済） 

Ｄ
（
評
価
区
分
と
し
て
は
Ｅ
の
事
象
で
あ
る
が
，
社
会
的
影
響
を
考
慮
し
Ｄ
に
ラ
ン
ク
ア
ッ
プ
し
た
。
） 

女川１号機 平成 7年 10 月～ 

平成 13 年 4 月 

(1) 事象の概要 

平成７年１０月から平成１３年４月にかけて，女川１号機の復水器出入口海水温度差が７．０℃を超えた場

合，計算上の温度差データが７．０℃となるように印字プログラム変更を実施していた。 

 

(2) 調査により確認された事実 

関係者からの聞き取り調査，および関係資料を調査した結果，当時の当社環境部門から，昭和５２年の女川

１号機環境影響評価調書に記載している復水器出入口海水温度差７℃を常時遵守しなければならない，毎正時

に記録として採取する復水器出入口海水温度差についても，７℃を守るよう強く要請されたため，復水器性能

上の記録としては，逆洗時での一時的データは排除しても良いと考え，プログラムを変更したことが確認され

た。また，平成１３年の第１４回定期検査時に不適切な処理プログラムがあることが判明し，プログラムを修

正した。 

 

(3) 要因 

復水器出入口海水温度差が一時的であっても７℃を超過しているという事実を関係部門に説明できないとの

意識から不適切な取扱いを始めたことは，企業倫理の意識が不十分であったものと考えられる。 

また，疑問に思った者がいても，それを訴える場や仕組みが不十分であったため，問題として取上げられな

かったものと考えられる。 

さらに，関係部門等に説明しないことは，社内外との関係部門とのコミュニケーションにより情報を共有す

る意識が不十分で生じたものと考えられる。 

 

 

 

 

 

【運転管理に対する影響】 

安全に関する運転制御や警

報に係わるものではなかった

こと，復水器の運転性能監視

は，他の計器により十分可能

であったことから運転管理に

対する影響はなかったと考え

られる。 

 

【安全協定に対する影響】 

宮城県，女川町および石巻

市（当時は牡鹿町）へ安全協

定上の環境データとして報告

している冷却用海水の温度差

データは適切に測定されてい

ることから，安全協定に対す

る影響はなかったと考えられ

る。 

 

【検査に対する影響】 

不適切な取扱いを行ってい

た期間中における国の検査に

ついては，他の計器を用いて

適切に実施していることか

ら，検査に対する影響はな

かったと考えられる。 

 

【安全に対する影響】 

復水器の性能評価等プラン

ト運転管理指標のひとつとし

て使用していたものであり，

運転管理に対する影響もな

かったと考えられることか

ら，安全に対する影響はな

かったと考えられる。 

 

取水口

復水器

循環水ポンプ

スクリーン

タービン建屋

放水口

取水口温度検出器

（自治体報告データ）

入口温度検出器（１６個）

《プロセス計算機へ入力》

出口温度検出器（１６個 ）

《プロセス計算機へ入力》 放水口温度検出器

（自治体報告データ）

プロセス計算機

（不適切なデータ処理）

中央制御室

取水口

復水器

循環水ポンプ

スクリーン

タービン建屋

放水口

取水口温度検出器

（自治体報告データ）

入口温度検出器（１６個）

《プロセス計算機へ入力》

出口温度検出器（１６個 ）

《プロセス計算機へ入力》 放水口温度検出器

（自治体報告データ）

プロセス計算機

（不適切なデータ処理）

中央制御室
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No. 件名 区分 発電所 時 期 事実関係調査結果 運転管理等に対する影響 

3 制御棒引き抜き・挿入

事象の未公表 

 

（平成１９年３月１９ 

 日に昭和６３年の事

象について公表済） 

Ｄ
（
評
価
区
分
と
し
て
は
Ｅ
の
事
象
で
あ
る
が
，
社
会
的
影
響
を
考
慮
し
Ｄ
に
ラ
ン
ク
ア
ッ
プ
し
た
。
） 

 
 

女川１号機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川１号機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女川３号機 

 
 

昭和 63 年 7 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 5年 4月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 15 年 3 月 

他社事象に類似の事象を経験していることから関係記録類の調査を行い，次の事実を確認した。 
 

１．女川１号機における制御棒引き抜き事象の未報告 

(1)事象の概要 

  女川１号機にて，昭和６３年７月，第４回定期検査の原子炉起動準備時，制御棒駆動水圧系水圧制御ユニッ

トの隔離解除を開始したところ，２本の制御棒が下記の位置まで引き抜かれた事象が発生した。 

・制御棒 38-31 02 ポジション（１／２４ 引き抜けた状態） 

・制御棒 26-03 18 ポジション（約１／３ 引き抜けた状態） 
 

(2)調査により確認された事実 

原子炉は起動準備のため，原子炉圧力容器の蓋は閉まっており，制御棒が引き抜かれた際の中性子束モニタ

（中性子源領域モニタ）のチャートを確認したところ，中性子の指示値は変化していないことから，原子炉の

状態に変化がなかったことを確認した。なお，事象発生時，制御棒駆動水圧系水圧制御ユニットアキュムレー

タに圧力があったことからスクラム機能は有していた。 

このため，本事象は，国への報告対象に該当しないことから，公表を行っていなかった。 
 

２．女川１号機における制御棒挿入事象の未報告 
(1)事象の概要 

  女川１号機にて，平成 5年 4月，第 8回定検検査中に，原子炉圧力容器回り水没弁の点検が終了し，原子炉

の水張りを実施するために制御棒駆動水圧系水圧制御ユニットの隔離解除を開始したところ，1 本の制御棒が

下記の位置まで挿入される事象が発生した。 

  ・制御棒 42－27 24 ポジション（1／2挿入された状態）  
(2)調査により確認された事実  
原子炉は原子炉の水張りのため，原子炉圧力容器の蓋は閉まっており，制御棒が挿入された際の中性子束モ

ニタ（中性子源領域モニタ）のチャートを確認したところ，中性子の指示値は変化していないことから，原子

炉の状態に変化がなかったことを確認した。 
 このため，本事象は，国への報告対象に該当しないことから，公表を行っていなかった。 
なお，当時の記録を調査した結果，国へはこの件について連絡していた。 

 
３．女川３号機における制御棒挿入事象の未報告 

(1)事象の概要 

女川３号機にて，平成１５年３月，第１回定期検査の燃料装荷前，制御棒駆動水圧系水圧制御ユニットの

隔離解除を開始したところ，下記の５本の制御棒が全挿入された事象が発生した。 

 ・制御棒 10-39，10-07，14-43，22-35，38-43 
 
(2)調査により確認された事実 

  原子炉は燃料装荷のため，原子炉圧力容器は開放していたが，制御棒が挿入された際の中性子束モニタ（起

動領域モニタ）のチャートを確認したところ，中性子の指示値は変化していないことから，原子炉の状態に変

化がなかったことを確認した。 

このため，本事象は，国への報告対象に該当しないことから，公表を行っていなかった。 
 

４．要因 

制御棒が意図せずに引き抜き,挿入されたことについて，中性子モニタの指示値に変化はなく，原子炉の状

態が未臨界のままであったことから，安全上問題ないと判断した。社内では，手順書への反映や運転員への教

育を実施するなど，所定の対応を行ってきたが，この事象を公表していなかったことは，社外との事象の共有

化が不十分であったと考えられる。 

なお，これら事象については，情報共有を目的にニューシア（原子力施設情報公開ライブラリー）に登録す

ることとする。（女川１号機の制御棒引き抜き事象については登録済み。） 

1.引き抜き側の影響 

【運転管理に対する影響】 
中性子源領域モニタ計装に

よる監視が問題なかったこと

から運転管理に対する影響は

なかったと考えられる。 
 
【安全に対する影響】 
中性子束モニタの指示値に

変化がないことおよび緊急時

のスクラム機能を有していた

ことから安全に対する影響は

なかったと考えられる。 
 
2.挿入側の影響 

【運転管理に対する影響】 
中性子源領域モニタ計装（1

号）および起動領域モニタ（3
号）による監視が問題なかっ

たことから運転管理に対する

影響はなかったと考えられ

る。 
 
【安全に対する影響】 
中性子束モニタの指示値に

変化がないことおよび制御棒

挿入側であったことから安全

に対する影響はなかったと考

えられる。 
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No. 事象の内容 区分 発電所 時 期 事実関係調査結果 運転管理等に対する影響 

4 炉心スプレイ系ポンプ，

残留熱除去系ポンプ，お

よび低圧炉心スプレイ

系ポンプの吐出圧力計

等の補正 

Ｅ 女川１号機 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
女川３号機 

炉心スプレイ系ポンプ 

平成 9年 6月～ 

平成 16 年 5 月 

 

残留熱除去系ポンプ 

昭和 61 年 6 月～ 

平成 2年 8月， 

平成 12 年 3 月～ 

平成 16 年 5 月 

 

低圧炉心スプレイ

系ポンプ 

平成 12 年 11 月 

(1) 事象の概要 

女川１～３号機の非常用炉心冷却系ポンプの揚程が，当時の判断基準に照らして厳しい時，計器のデータを補

正していた事例があったと社員および主要元請会社社員よりアンケートの回答があり，また非常用炉心冷却系ポ

ンプの吐出圧力計の読み方の個人差により読み値にばらつきがある旨の社員からの申告があったことから，非常

用炉心冷却系ポンプの揚程に関するデータを調査した。 

その結果，女川１号機 炉心スプレイ系ポンプ（Ａ）（Ｂ），女川 1号機 残留熱除去系ポンプ（Ａ）（Ｃ），女川

３号機 低圧炉心スプレイ系ポンプの吐出圧力計等について，ある期間，補正が行われていたことを確認した。 

なお，平成 16 年 5 月認可の保安規定改正時に補正の方法を見直した。（補正を吐出圧力計に直接加える方法か

ら，計算で加える方法に見直した。） 

したがって，女川１～３号機全ての非常用炉心冷却系ポンプにおいて，現在は吐出圧力計等に不適切な補正を

していないことを確認した。 
 

(2) 調査により確認された事実 

a.女川１号機 炉心スプレイ系ポンプ（Ａ）および（Ｂ）の吐出圧力計については，第１１回定検～第１６回定

検前まで（定例試験含む）は，当時の定期検査要領書で吐出圧力に含めることを認められていた配管圧損相当

の補正が行われていたことを校正記録に基づき確認した。この補正値は，現行の判定基準で定めている補正値

（配管圧力損失等）の範囲内であり，当時の判定基準を満足していたと考えられる。 
 

b.女川 1 号機 残留熱除去系ポンプ（Ａ）および（Ｃ）の吐出圧力計については，第２回定検～第６回定検前お

よび第１３回定検～第１６回定検前まで（定例試験含む）は，配管圧損を考慮した補正が行われていたことを

校正記録に基づき確認した。 

  前者の期間の補正は，これを行わなくとも当時の判定基準を満足していたと考えられる。また，後者の期間

の補正は，当時の定期検査要領書で吐出圧力に含めることを認められていた配管圧損相当以上の補正をしてい

たが，配管圧損相当のみの補正だけでも当時の判定基準を満足していたと考えられる。 
 

c.女川３号機 低圧炉心スプレイ系ポンプの吐出圧力計および出口流量計については，ハ項使用前検査において
当時の要領書で吐出圧力に含めることを認められていた補正が行われていたことを校正記録に基づき確認し

た。なお，この補正を行わなくても，当時の判定基準を満足していたと考えられる。 
 

d.女川１～３号機の非常用炉心冷却系ポンプの吐出圧力計の読み方にばらつきがあったが，個人差により読み方

にばらつきがでないように，現在はルールを定め運用している。  
(3) 要因 

検査官に対する説明が煩雑になり，できれば説明を不要としたいという意識が，企業倫理意識を上回ってし

まったと考えられる。 

また，疑問に思った者がいても，それを訴える場や仕組みが不十分であったため，問題として取上げられなかっ

たものと考えられる。 

【保安規定に対する影響】 
【検査に対する影響】 
炉心スプレイ系ポンプについ

ては，以下の理由から，当該補

正は妥当であり，保安規定およ

び検査に対する影響はなかった

と考えられる。 

○当該補正値は，当時の定期検査

要領で吐出圧力に含むことを認

められていた「配管圧損」に該

当する。 

○当該補正値は，現行の補正値と

概ね一致するとともにその値の

範囲内にあり妥当である。 

 

残留熱除去系ポンプについて

は，第2回～第6回定検前の期

間においてはこの補正を行わな

くても，当時の判定基準を満足

していたと考えられる。 

また，第 13 回～第 16 回定検

前（定例試験を含む。）の期間に

おいては，当時の定期検査要領

書で吐出圧力に含めることを認

められた配管圧損相当のみの補

正だけでも，判定基準を満足し

ていたと考えられることから保

安規定および検査に対する影響

はなかったと考えられる。 

 
低圧炉心スプレイ系ポンプに

ついても，この補正を行わなく

ても判定基準を満足していたと

考えられることから保安規定お

よび検査に対する影響はなかっ

たと考えられる。 
 
【安全に対する影響】 
至近の定期検査の結果から，

ポンプの吐出圧力が設置許可の

安全解析の前提条件となる値を

満足していることが確認されて

いるため，安全に対する影響は

なかったと考えられる。 

 

＜ポンプの配管圧力損失等＞ 

ポンプ

Ｐ１ Ｐ２ 

入口側配管圧力損失 ΔPs

出口側配管 
圧力損失 ΔPd 

入口側圧力 
（吸込圧力）

出口側圧力 
（吐出圧力） 

出口側流速 Vd 

入口側流速
Vs

出入口圧力計 
の測定高差 Z0

現行基準の評価＝（P2－P1）／ρｇ＋Ｚ₀＋（Ｖd²－Ｖs²）／２ｇ＋ΔＰｄ＋ΔＰｓ 
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No. 事象の内容 区分 発電所 時 期 事実関係調査結果 運転管理等に対する影響 

5 総主蒸気流量の補正 Ｅ 女川２号機 平成 7年 5月～ 

平成 19 年 3 月 

(1) 事象の概要 

過去に女川２号機で総主蒸気流量と給水流量の差を改善するために総主蒸気流量の補正を実施したという

社員からの申告があり，設計図書を調査した。その結果，平成７年５月のソフトウェア改造の設計図書の中か

ら，建設当時の主蒸気／給水流量ミスマッチ改善ということを技術資料により設定値変更が行われていたこと

を確認した。 

この事実を確認後，至近の定期検査時にこの補正を解消するよう，平成１９年３月に決定した。 

なお，女川１，３号機における同様の補正の有無についてソフトウェア図の確認を行い，女川１，３号機は

総主蒸気流量の補正は行われていないことを確認した。 
 

(2) 調査により確認された事実 

総主蒸気流量の補正の有無について下記の調査を行い，建設当時の技術資料に記載されたとおり総主蒸気流

量を許容誤差範囲内である補正が行われていることを確認した。この補正は，現在も継続中であるが，今回の

調査において確認したものであり，これまでの期間，意図的に継続してきたものではない。 
 

ａ．総主蒸気流量の補正を行える原子炉給水制御装置のソフトウェア図を確認したところ，総主蒸気流量を許容

誤差範囲内である約１．０２倍する補正を行っていることを確認した。総給水流量については，補正は行われ

ていないことを確認した。 
 

ｂ．試運転時から第８回定期検査までの検査時における総主蒸気流量，総給水流量の値を調査した結果，平成７

年４月時点では総主蒸気流量と総給水流量の差は約１００ｔ／ｈであり，その後平成７年７月以降に実施され

た負荷検査（ホ項使用前検査）～第８回定期検査総合負荷性能検査では総主蒸気流量と総給水流量は概ね一致

（差の最大値：約４０ｔ／ｈ）していることを確認した。以上より，ソフトウェア改造による補正は，試運転

期間中の平成７年５月の計画停止より行われたものと推定される。 
 

本来，総主蒸気流量は，給水として制御棒駆動水圧系からの冷却水が原子炉へ加わることから，総給水流量よ

り，若干高めの指示となるはずであるが，女川２号機の場合，総主蒸気流量が総給水流量より低くなっていた。 

 このため，総主蒸気流量と総給水流量が同等となるよう許容誤差範囲内である補正を行ったと考えられる。 
 

(3) 要因 

検査官に対する説明が煩雑になり，できれば説明を不要としたいという意識が，企業倫理意識を上回ってし

まったと考えられる。 

また，疑問に思った者がいても，それを訴える場や仕組みが不十分であったため，問題として取上げられな

かったものと考えられる。 

【運転管理に対する影響】 

制御棒価値ミニマイザおよ

び三要素制御選択許可が考え

られるが，これらの許容誤差

の範囲内の補正であることか

ら，運転管理に対する影響は

ないと考えられる。 

なお，運転管理に使用してい

る個別の指示計および運転日

誌印字について，前者は補正

をしていないこと，後者は当

該信号を用いていないことを

確認している。 

 

【保安規定に対する影響】 

原子炉熱出力計算および主

蒸気管差圧が考えられるが，

これらには当該信号を用いて

いないことから，保安規定に

対する影響はないと考えられ

る。 

 

【検査に対する影響】 

試運転段階の使用前検査で

ある負荷検査，運転開始後の

定期検査（定期事業者検査）

である総合負荷検査および蒸

気タービン性能検査等が考え

られるが，これらの検査はプ

ラントが安定に運転できるこ

とが判定基準であり，当該信

号は目標値であることから，

検査に対する影響はないと考

えられる。 

 

【安全に対する影響】 

保安規定の運転上の制限値

等に直接影響を与えるもので

はないことから，安全に対す

る影響はないと考えられる。

 
設定値(係数)変更

主
蒸
気
流
量
信
号 

給
水
流
量
信
号 

指示計 A 

指示計 D 

指示計 C 

指示計 B 

＋ 

総主蒸気流量・ 
総給水流量記録計 

指示計 B 

指示計 A 

＋ 

総主蒸気流量信号 

総給水流量信号 
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No. 事象の内容 区分 発電所 時 期 事実関係調査結果 運転管理等に対する影響 

6 総合負荷性能検査等に

おける計器の補正 

Ｅ 女川１号機 

 

 

 

女川２号機 

平成元年 4月～ 

平成 8年 3月 

 

 

平成 6年 10 月～ 

平成 8年 12 月 

(1) 事象の概要 

社員のグループ討議の際に女川１号機の過去の総合負荷性能検査において主蒸気流量，原子炉水位について

計器を調整したとの発言があり，関係者からの聞き取り，および検査関係資料の確認をした。 

その結果，女川１号機，２号機の過去の総合負荷性能検査において主蒸気流量，原子炉水位について指示値

にばらつきが有った場合，ばらつきが無くなるよう計器を調整していたことを確認した。 

 

(2) 調査により確認された事実 

過去の総合負荷性能検査における主蒸気流量，原子炉水位のデータに関する以下の調査を行った結果，計器

の許容誤差範囲内での調整を行っていたことを確認した。 

 

a. 女川１号機については，第１０回総合負荷性能検査以降，女川２号機については，使用前検査（負荷検査）

および第１回～第８回総合負荷性能検査の関連資料を確認した。（女川１号機の第９回以前については廃棄済

みであった。）女川３号機についても第１回～第３回総合負荷性能検査の関連資料を確認した。確認の結果，

計器調整をうかがわせるメモはいくつか発見されたが，実際に計器調整を行ったことを示すエビデンスは確認

できなかった。 

 

b. 関係者から聞き取り調査した結果，女川１号機の使用前検査（負荷検査）以降，適宜，原子炉水位と主蒸気

流量について各々指示値にばらつきがあった場合，それぞれの計器でばらつきがなくなるよう，許容誤差範

囲内での計器調整を実施したという証言が得られた。 

なお，女川１号機第１３回，女川２号機第３回以降は実施していないとの証言が得られた。 

 

(3) 要因 

検査官に対する説明が煩雑になり，できれば説明を不要としたいという意識が，企業倫理意識を上回ってし

まったと考えられる。 

また，疑問に思った者がいても，それを訴える場や仕組みが不十分であったため，問題として取上げられな

かったものと考えられる。 

 

 

【運転管理に対する影響】 

計器の表示機能を調整した

ものであり，運転制御に用い

る計器の調整ではないことか

ら，運転管理に対する影響は

なかったと考えられる。 

 

【保安規定に対する影響】 

今回確認された総合負荷性

能検査等の制限値のうち，主

蒸気流量および原子炉水位が

保安規定の運転上の制限とし

て規定されているが，今回の

調査結果から計器調整を行っ

たのは指示計のみであり，設

定値には影響しないことか

ら，保安規定対する影響はな

かったと考えられる。 

 

【検査に対する影響】 

総合負荷性能検査等の目標

値に関する判定基準は「異常

なく安定していること」であ

り，今回の計器調整を行わな

い状態であっても判定基準を

満足していたことから，検査

に対する影響はなかったと考

えられる。 

 

【安全に対する影響】 

計器調整を行ったのは指示

計のみであり，設定値には影

響していないことから，安全

に対する影響はなかったと考

えられる。 

  

表示器Ａ 表示器Ｂ 表示器Ｃ 表示器Ｄ 

ゼロ点を合わ

せるためのね

じを調整 

ねじ調整によ

り，計器の指

示値を変更 

表示器

計器（表示器）のゼロ点調整 

表示器Ａ 表示器Ｂ 表示器Ｃ 表示器Ｄ 

バラツキをなくすため 
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No. 事象の内容 区分 発電所 時 期 事実関係調査結果 運転管理等に対する影響 

7 所内電圧の運転日誌印

字に係わる上限処理 

Ｅ 女川１号機 

 

 

 

女川２号機 

 

 

 

女川３号機 

昭和 59 月 3 月～ 

平成 19 年 3 月 

 

 

 

平成 5年 10 月～ 

平成 19 年 3 月 

 

 

 

平成 12 年 3 月～ 

平成 19 年 3 月 

(1) 事象の概要 

女川１～３号機の６．９kV 母線電圧が７．０kV 以上のときに７．０kV と出力されている。また，７．０

kV を超える場合は，特別高圧と種別されるべきである。という社員からのアンケートの回答があり，調査を

実施した。 

この事実を確認後，至近の定期検査時にこの補正を解消するよう，平成１９年３月に決定した。 

 

(2) 調査により確認された事実 

ａ．調査をしたところ，運転日誌印字のための，計算機仕様書に女川１～３号機において７.０kV を上限処理と

する記載があり，実際に７.０kV 以上の場合には“７．０kV”を印字していることが確認された。 

 

ｂ．所内電圧は，発電所運転中は夜間帯と日中帯や季節による送電線負荷の変動等により常時，変動しており，

運転日誌印字以外の指示計器等では７．０kV 以上となることもあり，運転日誌以外に上限処理がなされてい

ないことを確認した。 

  この上限処理は，現在も継続中であるが，今回の調査においてこの事実を確認したものであり，これまでの

期間，意図的に継続してきたものではない。 

 

(3) 要因 

運転日誌に７．０kV を超える値が記録として残ることは，特別高圧として取扱われる可能性があると考え，

保安検査官に対する説明をできれば不要としたいという意識とこの取扱いは安全に対する影響はないという意

識が，企業倫理意識を上回ってしまったと考えられる。 

また，疑問に思った者がいても，それを訴える場や仕組みが不十分であったため，問題として取上げられな

かったものと考えられる。 

 

【運転管理に対する影響】 

当該印字は補助的に使用さ

れているものであり，運転管

理に対する影響はないと考え

られる。 

 

【保安規定に対する影響】 

受電状況の確認は指示計で

確認できるため，保安規定に

対する影響はないと考えられ

る。 
 

【検査に対する影響】 

検査時は指示計により値を

読んでいるため，検査に対す

る影響はないと考えられる。

 

【安全に対する影響】 

常態的に７．０kV を超えて

はおらず，特別高圧に区分さ

れないと考えられ，配電盤，

しゃ断器，電路等の機器は，

このような電圧変動において

も問題の無い設計となってい

ることから，安全に対する影

響はないと考えられる。 

運転日誌
印字機 

プロセス計算機
７．０kV 以上の場

合，“７．０kV”と

印字するように上

限制限をしている。 
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No. 事象の内容 区分 発電所 時 期 事実関係調査結果 運転管理等に対する影響 

8 熱出力表示器の 

上限処理 
Ｅ 女川１号機 

 

 

 

 

女川２号機 

 

 

 

女川３号機 

平成 14 年 12 月～ 

平成 19 年 3 月 

 

 

 

 

平成 15 年 2 月～ 

平成 19 年 3 月 

 

 

 

平成 15 年 4 月～ 

平成 19 年 3 月 

 

 

 

 

(1) 事象の概要 

社員からのアンケートの回答があり，中央制御室に設置している「熱出力表示器」は，１００.０％上限値

処理がされているという社員からの申告があり，調査を実施した。 

この事実を確認後，至近の定期検査時にこの補正を解消するよう，平成１９年３月に決定した。 

 

(2) 調査により確認された事実 

事実確認のため，「熱出力表示器」について不要な制限が実施されていないか，過去の技術資料を調査した

ところ，平成 14 年～15 年にかけて行われた,設置工事仕様書において１号機～３号機のすべてのプラントにお

いて１００.０％上限処理を実施する旨の仕様が記載されており，実際に１００.０％上限処理がされているこ

とが確認された。 

 

この上限処理は，現在も継続中であるが，今回の調査においてこの事実を確認したものであり，これまでの

期間，意図的に継続してきたものではない。 

なお，原子力熱出力を計算管理しているプロセス計算機の仕様について不必要な補正の有無および上限処置

の有無を確認したが問題はなかった。 

 

(3) 要因 

発電所見学のお客さまが，制限値を超えて運転していると誤解されると考えたことおよび安全上の問題

はないとの認識から，上限処理を設定してきたものと考えられる。 

また，これについて疑問に思った者がいても，それを訴える場や仕組みが不十分であったため，問題とし

て取上げられなかったものと考えられる。 

 

 

 

 

【運転管理に対する影響】 

CRT 表示により熱出力の瞬

時値と 1０分平均値の監視を

行っており，当該表示器は補

助的に使用されているもので

あることから，運転管理に対

する影響はないと考えられ

る。 

 

【保安規定に対する影響】 

実際の運転管理において

は，運転員は CRT トレンド表

示により熱出力の瞬時値と 1

０分平均値の監視を行い，保

安規定の運転上の制限（1 時

間平均値が１００％以下，瞬

時値が１０１％未満）を満足

するよう管理していることか

ら，保安規定に対する影響は

ないと考えられる。 

 

【検査に対する影響】 

検査時において当該表示器

を使用する検査はないことか

ら，検査に対する影響はない

と考えられる。 

 

【安全に対する影響】 

本表示器は，定格熱出力一

定運転導入にあたって，運転

管理方法の改善策の 1 つとし

て設置したものであり，表示

器の値は運転管理上補助的に

使用しているもので，安全に

対する影響はないと考えられ

る。 

 


